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本号で公布された条例のあらまし 

  

    

 

 

 

◇新潟県手数料条例の一部を改正する条例（新潟県条例第38号） 

１ 手数料の新設 

家畜改良増殖法施行規則の改正に伴い、同令の規定による家畜人工受精所の開設の許可証の書換え交付及び

再交付に係る手数料を新たに規定することとしました｡(別表関係） 

２ 施行期日 

この条例は、一部の規定を除き、家畜改良増殖法の一部を改正する法律（令和２年法律第21号）の施行の日

又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行することとしました。 

 

◇新潟県県税条例の一部を改正する条例（新潟県条例第39号） 

１ 新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例の対象 

地方税法の改正に伴い、文化芸術又はスポーツに関する行事の中止等に係る個人の県民税の寄附金税額控除

の特例の対象を定めることとしました｡(附則第15条の２関係） 

２ 施行期日 

この条例は、令和３年１月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例の一部を改正する条例（新潟県条例第40号） 

１ 公表事項の見直し 

  住宅宿泊事業の適正な運営を確保するため、知事が届出住宅に関して公表する事項から届出番号を削除する

こととしました｡(第６条関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、公布の日から施行することとしました。 

 

◇新潟県安心こども基金条例の一部を改正する条例（新潟県条例第41号） 

１ 基金の設置期間の延長 

  保育サービス等の充実を図るとともに、地域における子育て支援、ひとり親家庭等への支援及び社会的養護

の充実を図り、子どもを安心して育てることができるような体制の整備を行うため、新潟県安心こども基金の

設置期間を延長することとしました｡(附則第２項関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、公布の日から施行することとしました。 

 

  

発 行   新 潟 県 

号  外  １ 
令和２年10月23日 

毎週火（祝日のときは翌日）、金曜発行 
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次に掲げる条例をここに公布する。 

(1) 新潟県手数料条例の一部を改正する条例 

(2) 新潟県県税条例の一部を改正する条例 

(3) 新潟県住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例の一部を改正する条例 

(4) 新潟県安心こども基金条例の一部を改正する条例 

令和２年10月23日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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新潟県条例第38号 

新潟県手数料条例の一部を改正する条例 

新潟県手数料条例（平成12年新潟県条例第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中別表の細目の項の表示に下線が引かれた別表の細目の項（以下「移動別表細目項」とい

う｡)を当該移動別表細目項に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の項の表示に下線が引かれた別表の細目

の項とする。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の項の表示を除く。以下「改正部分」という｡)を当該

改正部分に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の項の表示を除く｡)に改める。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)に対応する次の表の改正後の欄の表

中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」という｡)が存在する場合には当該改正表を当該改正後表に改め、改正

表に対応する改正後表が存在しない場合には当該改正表を削り、改正後表に対応する改正表が存在しない場合に

は当該改正後表を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
別表（第３条関係） 

(1)～(4)の２ （略） 

(5) 農林水産部関係 

 対象となる

事務 

名称 区 分 金 額 

１ 肥料の品質

の確保等に

関する法律

（昭和25年

法律第 127

号）第４条

第１項又は

第３項の規

定に基づく

肥料の登録 

肥料

登録

手数

料 

(1) 肥料

の品質

の確保

等に関

する法

律第４

条第１

項第６

号の肥

料に係

るもの 

（略） 

   (2) 肥料

の品質

の確保

等に関

する法

律第４

条第１

項第７

号の肥

料に係

るもの 

（略） 

     
２ 肥料の品質

の確保等に

関する法律

第12条第２

項の規定に

基づく肥料

の登録の更

新 

肥料

登録

更新

手数

料 

(1) 肥料

の品質

の確保

等に関

する法

律第４

条第１

項第６

号の肥

料に係

（略） 

別表（第３条関係） 

(1)～(4)の２ （略） 

(5) 農林水産部関係 

 対象となる

事務 

名称 区 分 金 額 

１ 肥料取締法

（昭和25年

法律第 127

号）第４条

第１項又は

第２項の規

定に基づく

肥料の登録 

肥料

登録

手数

料 

(1) 肥料

取締法

第４条

第１項

第６号

の肥料

に係る

もの 

 

 

 

（略） 

   (2) 肥料

取締法

第４条

第１項

第７号

の肥料

に係る

もの 

 

 

 

（略） 

     
２ 肥料取締法

第12条第２

項の規定に

基づく肥料

の登録の更

新 

肥料

登録

更新

手数

料 

(1) 肥料

取締法

第４条

第１項

第６号

の肥料

に係る

もの 

 

 

（略） 
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るもの 
     
   (2) 肥料

の品質

の確保

等に関

する法

律第４

条第１

項第７

号の肥

料に係

るもの 

（略） 

（略）    

11 （略） （略）  （略） 

12 家畜改良増

殖法第23条

の規定に基

づく家畜人

工授精師免

許証の書換

え交付 

家畜

人工

授精

師免

許証

書換

え交

付手

数料 

 １件につき 

1,700円 

13 家畜改良増

殖法第23条

の規定に基

づく家畜人

工授精師免

許証の再交

付 

家畜

人工

授精

師免

許証

再交

付手

数料 

 １件につき 

1,700円 

14 （略） （略）  （略） 

14

の

２ 

家畜改良増

殖法第24条

の規定に基

づく家畜人

工授精所の

開設の許可

に関する証

明書の書換

え交付 

家畜

人工

授精

所開

設許

可証

書換

え交

付手

数料 

 （略） 

     
14

の

３ 

家畜改良増

殖法第24条

の規定に基

づく家畜人

工授精所の

開設の許可

に関する証

明書の再交

家畜

人工

授精

所開

設許

可証

再交

付手

 （略） 

 
     
   (2) 肥料

取締法

第４条

第１項

第７号

の肥料

に係る

もの 

 

 

 

（略） 

（略）    

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略）  （略） 

12 （略） （略）  （略） 

13 家畜改良増

殖法第32条

の規定に基

づく家畜人

工授精師免

許証の書換

え交付 

 

 

 

家畜

人工

授精

師免

許証

書換

え交

付手

数料 

 （略） 

     
14 家畜改良増

殖法第32条

の規定に基

づく家畜人

工授精師免

許証の再交

付 

 

家畜

人工

授精

師免

許証

再交

付手

数料 

 （略） 
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付 数料 
     
15 家畜伝染病

予防法（昭

和26年法律

第166号）第

４条の２第

５項、第５

条第１項又

は第31条第

１項の規定

に基づく家

畜 の 検 査

（同法第５

条第１項の

規定に基づ

く家畜の検

査にあって

は、監視伝

染病の発生

を予防する

ためのもの

に限る｡) 

家畜

検査

手数

料 

(1) 牛の

結核検

査 

（略） 

 (2) 牛の

ブルセ

ラ症検

査 

（略） 

  （略）  

  (5) 牛の

ピロプ

ラズマ

症検査 

（略） 

  （略）  

  (8) 家き

んサル

モネラ

症（ひ

な白痢

に 限

る｡)検

査 

（略） 

  （略）  

（略）    

18 家畜伝染病

予防法第８

条（同法第

31条第３項

において準

用する場合

を含む｡)の

規定に基づ

く家畜の検

査（同法第

４条の２第

３項の規定

による検査

及び同法第

５条第１項

の規定によ

る監視伝染

病の発生を

予察するた

めの検査を

除く｡)、注

射、薬浴又

は投薬を行

った旨の証

明書の交付 

（略）  （略） 

（略）    
    

 
     
15 家畜伝染病

予防法（昭

和26年法律

第166号）第

４条の２第

５項、第５

条第１項又

は第31条第

１項の規定

に基づく家

畜 の 検 査

（同法第５

条第１項の

規定に基づ

く家畜の検

査にあって

は、監視伝

染病の発生

を予防する

ためのもの

に限る｡) 

家畜

検査

手数

料 

(1) 牛の

結核病

検査 

（略） 

 

 

 (2) 牛の

ブルセ

ラ病検

査 

（略） 

  （略）  

  (5) 牛の

ピロプ

ラズマ

病検査 

（略） 

  （略）  

  (8) 家き

んサル

モネラ

感染症

（ひな

白痢に

限る｡)

検査 

（略） 

  （略）  

（略）    

18 家畜伝染病

予防法第８

条（同法第

31条第２項

において準

用する場合

を含む｡)の

規定に基づ

く家畜の検

査（同法第

４条の２第

３項の規定

による検査

及び同法第

５条第１項

の規定によ

る監視伝染

病の発生を

予察するた

めの検査を

除く｡)、注

射、薬浴又

は投薬を行

った旨の証

明書の交付 

（略）  （略） 

（略）    
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33

の

３ 

（略） （略）  （略） 

34 漁業法（昭

和 24 年 法

律 第 267

号）第57条

第１項の規

定に基づく

５トン以上

の漁船を使

用して行う

漁 業 に 係

る漁業の許

可 の 申 請

に対する審

査 

５ト

ン以

上の

漁船

を使

用し

て行

う漁

業に

係る

漁業

許可

申請

手数

料 

 １件につき

2,900円 

35 漁 業 法 第

57 条 第 １

項 の 規 定

に基づく５

トン以上の

漁 船 を 使

用して行う

漁 業 に 係

る 漁 業 許

可 の 変 更

の許可の申

請に対する

審査 

５ト

ン以

上の

漁船

を使

用し

て行

う漁

業に

係る

漁業

許可

変更

許可

申請

手数

料 

 １件につき

2,400円 

36 漁業法第69

条の規定に

基づく漁業

権の免許の

申請に対す

る審査 

 

 

（略）  （略） 

     
37 漁業法第72

条第６項の

規定に基づ

く漁業権の

共有の認可

の申請に対

する審査 

（略）  （略） 

33

の

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略）  （略） 

34 漁業法（昭

和24年法律

第267号）第

10条の規定

に基づく漁

業権の免許

の申請に対

する審査 

（略）  （略） 

     
35 漁業法第14

条 第 ４ 項

（同条第７

項において

準用する場

合を含む｡)

の規定に基

（略）  （略） 
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38 漁業法第76

条第１項の

規定に基づ

く漁業権の

分割又は変

更の免許の

申請に対す

る審査 

（略）  （略） 

39 漁業法第78

条第２項の

規定に基づ

く個別漁業

権を目的と

する抵当権

の設定の認

可の申請に

対する審査 

 

 

個別

漁業

権を

目的

とす

る抵

当権

設定

認可

申請

手数

料 

 

 

 

 （略） 

40 漁業法第79

条第１項た

だし書の規

定に基づく

個別漁業権

の移転の認

可の申請に

対する審査 

 

 

（略）  （略） 

41 漁業法第88

条 第 １ 項

（同条第５

項において

準用する場

合を含む｡)

の規定に基

づく休業中

の漁業の許

可の申請に

対する審査 

（略）  （略） 

     
  

 

   

づく漁業権

の共有の認

可の申請に

対する審査 
     
36 漁業法第22

条第１項の

規定に基づ

く漁業権の

分割又は変

更の免許の

申請に対す

る審査 

（略）  （略） 

37 漁業法第24

条第２項の

規定に基づ

く定置漁業

権又は区画

漁業権を目

的とする抵

当権の設定

の認可の申

請に対する

審査 

定置

漁業

権又

は区

画漁

業権

を目

的と

する

抵当

権設

定認

可申

請手

数料 

 （略） 

38 漁業法第26

条第１項た

だし書の規

定に基づく

定置漁業権

又は区画漁

業権の移転

の認可の申

請に対する

審査 

（略）  （略） 

39 漁業法第36

条 第 １ 項

（同条第４

項において

準用する場

合を含む｡)

の規定に基

づく休業中

の漁業の許

可の申請に

対する審査 

（略）  （略） 

     
40 漁業法第65

条第１項又

５ト

ン以

 １件につき

2,900円 
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（略）    

(6) 土木部関係 

 対象となる

事務 

名称 区 分 金 額 

（略）    
     
35 長期優良住

宅の普及の

促進に関す

る法律（平

成20年法律

第87号）第

５条第１項

から第３項

までの規定

に基づく長

期優良住宅

建築等計画

の認定の申

請に対する

審査 

長期

優良

住宅

建築

等計

画認

定申

請手

数料 

(1) 新築

をしよ

うとす

る住宅

が一戸

建てで

ある場

合（(3)

に該当

する場

合を除

く｡) 

１件につき

7,600円(長

期優良住宅

の普及の促

進に関する

法律第６条

第２項の規

定による申

出を行う場

合にあって

は、次に掲

げる額を合

算 し た 額

（以下「建

築確認等手

は第66条第

１項の規定

に基づく５

トン以上の

漁船を使用

して行う漁

業に係る漁

業の許可の

申請に対す

る審査 

上の

漁船

を使

用し

て行

う漁

業に

係る

漁業

許可

申請

手数

料 
     
41 漁業法第65

条第１項又

は第66条第

１項の規定

に基づく５

トン以上の

漁船を使用

して行う漁

業に係る漁

業許可の変

更の許可の

申請に対す

る審査 

５ト

ン以

上の

漁船

を使

用し

て行

う漁

業に

係る

漁業

許可

変更

許可

申請

手数

料 

 １件につき

2,400円 

（略）    

(6) 土木部関係 

 対象となる

事務 

名称 区 分 金 額 

（略）    
     
35 長期優良住

宅の普及の

促進に関す

る法律（平

成20年法律

第87号）第

５条第１項

から第３項

までの規定

に基づく長

期優良住宅

建築等計画

の認定の申

請に対する

審査 

長期

優良

住宅

建築

等計

画認

定申

請手

数料 

(1) 新築

をしよ

うとす

る住宅

が一戸

建てで

ある場

合（(3)

に該当

する場

合を除

く｡) 

１件につき

7,600円(長

期優良住宅

の普及の促

進に関する

法律第６条

第２項の規

定による申

出を行う場

合にあって

は、次に掲

げる額を合

算 し た 額

（以下「建

築確認等手
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附 則 

 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

(1) 別表第５号の表14の項の改正及び同項を14の３の項とする改正、13の項の改正及び同項を14の２の項とす

る改正並びに12の項を14の項とし、11の項の次に２項を加える改正 家畜改良増殖法の一部を改正する法律

（令和２年法律第21号）の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日 

(2) 別表第５号の表１の項及び２の項の改正、40の項及び41の項を削る改正、39の項の改正及び同項を41の項

とする改正、38の項の改正及び同項を40の項とする改正、37の項の改正及び同項を39の項とする改正、36の

項の改正及び同項を38の項とする改正、35の項の改正及び同項を37の項とする改正、34の項の改正及び同項

を36の項とする改正並びに33の３の項の次に２項を加える改正 令和２年12月１日 

(3) 前２号に掲げる改正以外の改正 公布の日 

 

数料額」と

い う ｡ )に

7,600 円 を

加えた額） 

(1) （略） 

(2) 申請に

係る計画

に建築基

準法（昭

和25年法

律 第 201

号）第87

条の４の

昇降機に

係る部分

が含まれ

る場合に

あ っ て

は、新潟

県建築基

準条例第

24条第１

項に定め

る手数料

の額 
     
   （略）  

（略）    

(6)の２～(9) （略） 

数料額」と

い う ｡ )に

7,600 円 を

加えた額） 

(1) （略） 

(2) 申請に

係る計画

に建築基

準法（昭

和25年法

律 第 201

号）第87

条の２の

昇降機に

係る部分

が含まれ

る場合に

あ っ て

は、新潟

県建築基

準条例第

24条第１

項に定め

る手数料

の額 
     
   （略）  

（略）    

(6)の２～(9) （略） 
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新潟県条例第39号 

新潟県県税条例の一部を改正する条例 

新潟県県税条例（平成18年新潟県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動後条」という｡)に対応する同表の改正前の欄

中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動条」という｡)が存在する場合には当該移動条を当該移動後条とし、

移動後条に対応する移動条が存在しない場合には当該移動後条を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

附 則 

 

第15条 （略） 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額

控除の特例の対象） 

第15条の２ 法附則第60条第１項に規定する条例で

定める放棄は、新型コロナウイルス感染症等の影

響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関

する法律（令和２年法律第25号）第５条第４項に

規定する指定行事の同条第１項に規定する中止等

により生じた同項に規定する入場料金等払戻請求

権の全部又は一部の放棄とする。 

 

第15条の３ （略） 

附 則 

 

第15条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第15条の２ （略） 
  

附 則 

この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

 

新潟県条例第40号 

新潟県住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例の一部を改正する条例 

新潟県住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例（平成30年新潟県条例第22号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 
  
（届出住宅の公表） 

第６条 知事は、届出住宅に関する次に掲げる事項

（第３号及び第４号に掲げる事項にあっては、住

宅宿泊管理業務の委託をしている場合に限る｡)を

公表するものとする。 

 (1) 届出住宅において営む住宅宿泊事業の届出年

月日 

 (2)～(4) （略） 

（届出住宅の公表） 

第６条 知事は、届出住宅に関する次に掲げる事項

（第３号及び第４号に掲げる事項にあっては、住

宅宿泊管理業務の委託をしている場合に限る｡)を

公表するものとする。 

 (1) 届出住宅において営む住宅宿泊事業の届出番 

号及び届出年月日 

 (2)～(4) （略） 
  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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新潟県条例第41号 

新潟県安心こども基金条例の一部を改正する条例 

新潟県安心こども基金条例（平成21年新潟県条例第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  

附 則 

１ （略） 

２ この条例は、令和６年６月30日限り、その効力

を失う。 

３ （略） 

   附 則 

１ （略） 

２ この条例は、平成33年６月30日限り、その効力

を失う。 

３ （略） 
  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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